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研究成果の概要（和文）： 
本研究は、中国長江デルタの農村地域を対象として、企業の集中・集積、農地の流動化と不

動産開発、出稼ぎ者の流入と定着の実態を、独自に収集したミクロデータの計量的分析を通じ
て明らかにした。また、空間経済学の手法に基づき、地理情報つき企業データを利用して産業
集積地図を作成した。 

 
研究成果の概要（英文）： 
 We have analyzed the state of industrial agglomeration, labor and land mobilization 
in Changjiang river delta China, using the original micro data collected by our 
research group. And we also have drawn the Changjiang river delta industrial 
agglomeration map based on the enterprise data with zip code. 
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１．研究開始当初の背景 
 長江デルタにわれわれが注目した第一の

理由は、この地域が中国の中で最も著しい成

長を遂げた先進地域であり、全国の動向をい

わば先取りしていると考えられるからであ

る。2008年のリーマン・ショック以来、中国

は輸出に過度に依存した経済構造を改変し、
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外需主導型から内需主導型への転換を模索

している。その過程で注目されているのが、

都市化の動向である。従来、中国は都市と農

村とを峻別する制度障壁を設けて、両者の融

合を厳しく制約してきたが、市場化の進展に

ともない、都市と農村との一体化を政府とし

ても積極的に進めざるをえなくなった。その

結果、新たな産業集積地の勃興、耕地の非農

業用地への転用や外来人口の流入・定着とい

った、これまで中国が経験したことがない現

象が集中して起きることになり、それがさま

ざまな矛盾や軋轢を生み出している。これら

の点をミクロレベルの調査データをもとに

実証的に明らかにすることは、中国経済の持

続的発展を考えるうえで、欠くことができな

い研究課題である。 

 第二の理由は、長江デルタが特別の歴史的

背景を持っていることである。改革開放初期

の 1980年代、突如出現して私たちを驚かせ

た「郷鎮企業」は、長江デルタに生まれ、急

成長した農村企業である。当時、郷村政府が

主導的な役割を担う「蘇南モデル」と、農民

の個人経営を主とする「温州モデル」が対比

され、その優劣が盛んに論じられた。とくに、

地方政府があたかも企業の取締役会のごと

く振る舞う蘇南モデルは内外の注目を集め

た。ところが 1990年代に入ると、郷鎮企業

の所有制改革が進み、90年代末までにほとん

どの郷鎮企業が民営化されてしまった。こう

した動きをさして、蘇南モデルは温州モデル

に収斂したとする議論もあるが、必ずしも実

態はそれほど単純ではない。今日の地方政府

は、企業を自ら経営することはせずに、積極

的に私営企業を引き込むことに力を入れ、生

産要素、とくに土地開発権のコントロールに

力点を置くようになった。要するに、地方政

府は決して主導的な役割を放棄したわけで

はなく、依然として地域の発展に重要な役割

を担っている。 

第三の理由は、長江デルタが空間経済学に

基づく実証研究のための貴重なフィードを

提供していることである。近年、経済学の新

しい領域として空間経済学が注目を集め、標

準的なテキストも出版されるようになり、空

間計量といった手法も開発されるようにな

った。しかしながら、理論面の進展が華々し

いのに比較すると、実証面ではまだ見るべき

成果が少ないように思われる。その最大の理

由は、信頼に足る実証データを集めることが

むずかしいからである。長江デルタは、近年、

急速に経済発展が進み、郷鎮レベルにおいて

さえ厚みのある多様な産業集積が形成され、

なお激しい勢いで成長を遂げつつある世界

でもまれに見る地域である。この意味からい

って、長江デルタは産業集積研究のいわば

「インキュベータ」のような存在なのである。 

の意義を持つ。 
 
２．研究の目的 
本研究の目的は、企業の集中・集積、農

地の流動化と不動産開発、出稼ぎ者の流入
と定着の分析を通じて、中国長江デルタ地
域に位置する大都市近郊農村の都市化過程
と、その過程における地方政府の役割を実
証的に明らかにすることにある。 
本研究では、地方政府の果たした役割を分

析するに当たり、３つの研究課題を取り上げ、
それらの研究を統合することから、地方政府
の役割を立体的に浮かび上がらせる。 
第一は、企業の集積の研究である。上海近

郊農村では、複数の小都市において産業集積
が形成されている。これらの産業集積の主体
である企業は、かつての郷鎮企業の発展を基
礎としており、それらの企業の発展過程にお
いて、地方政府がどのような役割を果たした
かを分析する。 
第二は、土地の流動化の研究である。農地

の大規模な非農業用地への転用と不動産業
者による再開発の過程において、地方政府は
どのような役割を果たしたのか。地方政府の
財政収入における土地関連事業の貢献がど
の程度大きかったなどが分析の主たる課題
となる。 
第三は、出稼ぎ者の流入と定着過程の分析

である。内陸部農村からの大規模な出稼ぎの
流れは、かつての循環型（２－３年で入れ替
わる）から定着型（家族で定住する）へと変
化しつつある。そうした大きな流れの中で、
出稼ぎ者の流入と定着に地方政府がどのよ
うにかかわっているかが分析の課題である。 

 
３．研究の方法 
第一に、上記の目的を実現するにあたり、

中国側の研究協力者との共同研究の基礎の
上に、独自のミクロデータの収集を行った。 
① 農家調査：浙江省海寧市、台州市、奉
化市において、2010年に実施した。 

② 出稼ぎ調査：浙江省慈渓市において
2010年に実施した。 

③ 企業調査：浙江省紹興市ほかの繊維産
業において、2010年と 2011年の 2度
実施した。 

 第二に、空間経済学の手法に基づき、地理
情報つき企業データを利用して長江デルタ
産業集積地図を作成した。 

 
４．研究成果 
本研究の主たる成果は、図書②、③、④に

まとめられている。本研究において得られた
新たな知見は以下の3点である。 



① 都市近郊農村において労働力の流入と
定着が進んでいる。賃金格差は小さい
ものの、社会保障や住宅などの面で地
元住民との間に二重構造が形成されて
いる。 

② 土地の流動化が進んでいる。流動化の
手法は地域ごとに大きな違いがある。
最も一般的な「土地備蓄センター」
を通じた農地の収用と転用では、請
負権をもつ農民の利益が十分に補償
されていない。農地流動化について
は、政府主導によるものと農民間の
流動によるものがあり、効率性の面
での差異は見られなかった。 

③ 郷鎮レベルにおいても多様な産業集積
が形成されている。産業集積の主たる
要因は産業集積の外部経済性とそれ
に関連する利便性であった。 
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